
- 1 -

地方公共団体における行政改革の推進のための
新たな指針【概要】
（ 総務事務次官通知：地自法第 条 の ）H17.3.29 252 17 5

Ⅰ．総 論

指針策定の背景

○人口減少時代を控え、国地方を通じた厳しい財政状況の中で分権型社会シス
テムへの転換が必要

○行政自らが担う役割の重点化に向け、市町村合併の推進に伴う広域自治体の
あり方の見直しや、ＮＰＯ・企業等の多様な主体が公共サービスを提供する
多元的な仕組みの整備が必要

○行政改革の進捗状況に対する住民の厳しい視線を改めて認識し、更なる行政
改革の推進により体制の刷新が必要

行政改革大綱の見直しと集中改革プランの公表

１．行政改革大綱の見直し
・行政組織運営全般についてＰＤＣＡサイクルに基づく点検を行い、新たな
行政改革大綱等の策定又は既存大綱等を見直し

２．集中改革プランの公表

【総務大臣の要請ポイント：H17.4.11】
平成１７年度から２１年度までの具体的取組を、住民にわかりやすく
明示した計画「集中改革プラン」を策定し、平成１７年度中に公表
（対象項目①～⑨：⑤⑥は都道府県のみ）

・特に、定員管理適正化については退職者数・採用者数の見込みを明示し、
平成２２年４月１日の明確な数値目標が必要

・地方公営企業についても①～④及び⑧に関し同様の対応が必要

【対象項目】
①事務・事業の再編・整理、廃止・統合
②民間委託等の推進（指定管理者制度の活用を含む）
③定員管理の適正化
④手当の総点検をはじめとする給与の適正化
（給料表の運用、退職手当、特殊勤務手当等諸手当の見直し等）
⑤市町村への権限移譲
⑥出先機関の見直し
⑦第三セクターの見直し
⑧経費節減等の財政効果
⑨その他



- 2 -

説明責任の確保

○ＰＤＣＡサイクルの各過程において住民等の意見を反映するような仕組みの
整備

○見直し・策定の過程についてはＨＰや広報等を通じて、速やかにわかりやす
く公表

○特に、成果については他団体と比較可能な指標に基づき住民等にわかりやす
い形で公表

Ⅱ．各 論

地方公共団体における行政の担うべき役割の重点化

１．民間委託等の推進
①給与・旅費計算等人事管理事務を含め事務・事業全般にわたる総点検と民
間委託等の実施時期等を示した具体的かつ総合的な指針・計画の策定
（共通事務の集約化、委託期間の複数年度化等による委託の可能性検証）

②委託対象事業、選定基準、契約条項等の透明性や個人情報の保護等に留意
③事務・事業や施設区分ごとに委託先、委託理由等実施状況を公表

２．指定管理者制度の活用
①直営管理を含めすべての「公の施設」の管理のあり方について検証を行い
結果を公表（管理委託中の施設については移行期限までに検証）

②住民等への説明責任を果たすために、あり方検証に際しては施設ごとにそ
の必要性や管理主体の考え方等について理由を明らかにするとともに、管
理状況については、管理主体、指定管理者制度を導入しない理由等の具体
的状況を公表

３．ＰＦＩ手法の適切な活用（積極的な活用）
①事業リスクを明確化した上で適切なリスク分担・事業の安定性確保に留意
②ＰＦＩ事業者への安易な出資・損失補償等は厳に慎むとともに、実施方針
や監視等の結果についてすべて公表するなど事業選定の手続き・事業自体
の透明性を確保

４．地方独立行政法人制度の活用
①対象事務・事業の廃止や民間譲渡の可能性を検討の上、指定管理者制度の
活用等と比較し、効率的・効果的な行政サービスの提供が可能な場合に、
地方独立行政法人制度の活用を検討

５．地方公営企業の経営健全化（経営の総点検と更なる経営健全化の取組み）
①供給するサービス自体の必要性と地方公営企業としての実施の必要性を検
討し、公共性の確保等の意義が薄れているものは民間譲渡等を検討

②事業継続の場合でも民間的経営手法の導入を促進
③計画性・透明性の高い企業経営推進のために、中期経営計画の策定、行政
評価の実施、類似団体等のデータを用いるなど住民が理解・評価しやすい
形での積極的な情報開示

④他団体及び民間の同種の職員との均衡や経営状況を配慮した職員給与の適
正化と事務・事業の見直し等による定員管理の適正化
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６．第三セクターの抜本的な見直し（更なる経営改革の取組み）
①外部専門家活用等による監査体制の強化や行政評価の視点も踏まえた点検
評価の充実・強化

②事業内容・経営状況・公的支援等に関する議会への適宜適切な状況説明と
住民に対する積極的かつわかりやすい情報公開

③統廃合・民間譲渡・完全民営化を含めた既存法人の見直し、給与・役職員
数・組織機構のスリム化等の見直し

④経営状況が深刻な場合の抜本的な経営改善策や法的整理等の検討

７．地方公社の経営健全化
①経営改善が困難な地方公社について法的整理を含め抜本的に見直し
②経営状況等を勘案した給与・役職員数の適正化

８．地域協働の推進
①活動主体との積極的な連携・協力と協働を実践するための職員の意識改革
や勤務体制の整備

９．市町村への権限移譲
①財源や人的体制の措置を前提とした都道府県から市町村に対する抜本的な
事務権限の移譲の検討
（合併により規模能力が拡大する団体への積極的な権限移譲）

10．出先機関の見直し
①市町村への権限移譲を前提とした、都道府県の出先機関のあり方の抜本的
な検討と中長期的な見通しに基づく計画的な再編

行政ニーズへの迅速・的確な対応を可能とする組織

○政策目標に基づき効果・効率的に事務・事業を処理し得る組織への見直し
（政策等のまとまりや地域などに対応した組織やフラットな組織編成）

○ＰＤＣＡサイクルをもとにした検証による組織編成の見直し

定員管理及び給与の適正化等

１．定員管理の適正化

【総務大臣の要請ポイント：H17.4.11】
地方公共団体の総定員につき、過去５年間（H11～H16）の実績を
上回る純減を目指すこと（削減率 ▲４.６％）

①抜本的な事務・事業の整理等による職員の適正配置、民間委託等の推進な
どによる職員数の抑制、市町村合併に伴う積極的・計画的な組織の合理化
と一層の定員管理の適正化

②大量退職を視野に入れた計画的な職員数の抑制（退職補充の検討）
③将来的な職員年齢構成や分野別職員数等についての詳細分析、定員モデル
等の積極活用等を行い、明確な数値目標を掲げた定員適正化計画を策定し
（見直し）公表
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２．給与の適正化（給与制度・運用・水準の適正化を強力に推進）

【総務大臣の要請ポイント：H17.4.11】
特殊勤務手当等の総点検をはじめとする給与の適正化

①重点的に取り組む事項
・高齢職員の昇給停止（国と同様に原則５５歳で停止）
・不適正な昇給運用の是正と退職時特別昇給の廃止
・級別職務分類表に適合しない級への格付け等不適正な運用の廃止
・退職手当の最高支給率引き下げ等国に準じた見直し
・特殊勤務手当等の支給のあり方を総合点検・見直し
・技能労務職員の給与について、国や民間との均衡に留意し、適正な給与
制度・運用に見直し

②市町村合併を機とした給与制度・運用・水準の適正化の推進
③民間給与の比較方法等を充実し、給与改定に当たり公民格差を精確に算定

※人事委員会の機能強化など地方公務員の給与のあり方見直しに向けた取り組
みについては、総務省の研究会報告を踏まえた対応に留意

３．定員・給与等の状況の公表
①職種ごとの状況・他団体との比較や全国的な指標の活用などわかりやすい
形で公表

（ ）H16年の地公法改正により全地方公共団体は人事行政運営等の状況を公表

４．福利厚生事業
①住民理解が得られるよう点検・見直しを行い適正に事業実施
②人事行政運営等の状況の公表の一環として実施状況等を公表

人材育成の推進

○分権型社会の担い手にふさわしい総合的な人材育成のために、H16年6月の地
公法改正を踏まえ人材育成に関する基本方針を策定し、人材育成の観点に立
った人事管理、職場風土の改善等を実施

○能力・実績を重視した公正・客観的な人事評価システムの構築

公正の確保と透明性の向上

○地方公共団体の自己決定権の拡大に伴い、住民等への説明責任を果たし、議
会・住民等の監視のもとに公正の確保と透明性の向上を図ることが一層必要

○情報公開条例や行政手続き条例の制定・パブリックコメント手続制度の積極
活用と外部監査制度の有効活用・議会の政策審議の充実等による監視機能の
強化
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電子自治体の推進

○行政手続きオンライン化・共同アウトソーシングの推進、公的個人認証サー
ビス・住基台帳ネットワークシステム・住基台帳カード・総合行政ネットワ
ーク(ＬＧＷＡＮ)などの積極的な活用

○業務改革や低廉なコストで高水準の運用実現等による業務・システム全体の
最適化、職員の能力開発や民間の専門的能力等の活用などによる情報システ
ムの調達の適正化を進めることでメリハリのある職員配置

自主性・自律性の高い財政運営の確保

１．経費の節減合理化等財政の健全化
①財政状況の分析に基づく歳出全般の効率化・財源配分の重点化、財政健全
化のための計画策定など自主的主体的な財政構造改善の取組み

②わかりやすい形での積極的な財政状況の公表
③地方税の徴収率向上のための積極的な取り組み、受益者負担の適正化など
自主財源の確保

２．補助金等の整理合理化
①団体等に対する補助金等の検証・整理合理化の推進
②終期設定やＰＤＣＡサイクルに則った見直しなど計画的な廃止・縮減

３．公共工事
①地域の実情等も勘案しつつ、積極的にコスト構造を改革
②入札・契約に関する情報公開など更なる適正化の取り組みを進め、住民の
信頼を確保

４．公的施設
①国又は特殊法人等が設置主体となる公的施設の新設・増築の禁止措置を踏
まえた適切な対応

地方議会

○地方分権の進展を踏まえた議会運営が求められている中で、議員定数や報酬
に対する批判等に留意し、住民等への説明責任を果たす取組み

○執行機関に対する監視機能を自ら高める取組みと住民の多様な意見を把握・
集約・反映させるための取組み

総務省における推進方針

○集中改革プラン・改革の進捗状況について地方公共団体の行政運営に資する
よう必要に応じ助言等を実施

○毎年度フォローアップを実施し結果を広く公表

○各都道府県は県内市区町村の集中改革プラン・改革の進捗状況についてフォ
ローアップ・公表し、適切に助言等を実施
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